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適した情報、生殖及び家族計画に係る教育を享受する権利を認め、並びに障害者がこれらの権利を行使することを可能とするために必要な手段を提供されること」 、 「障害者（児童を含む）が、他の者と平等に生殖能力を保持すること」 （共に第二三条） 、そして「障害者に対して他の者に提供されるものと同一の範囲、質及び水準の無償の又は妥当な保健及び保健計画（性及び生殖に係る健康並びに住民のため 公衆衛生計画の分野を含む。 ）を提供すること」 （第二五条）を求めている（参考文献③） 。 のように、障害者のリプロダクティブ・ヘルスへの取り組みは、本条約により批准国の義務となるものである。●






以降、トップである事務局長（国連事務次長）より 二〇〇六年国際 害者デー、二〇〇七年国際家族デー（テーマ＝家族と障害者） 、ＵＮＤＰ・ＵＮＦＰＡ執行理事会における公式ステートメントを発表し、
国連機関を先導する形でハイレベルのコミットメントを示したほか、加盟国に対し、本条約への署名・批准を呼びかけた。
　これら事務局長公式ステートメントに加
































究者が参加） 。また、 二〇〇七年七月に「障害者権利条約に関する国連機関合同会議」を主催（ＤＥＳＡ、ＵＮＤＰ、国連人間居住計画＝ＵＮ‐ＨＡＢＩＴＡＴ ＵＮＩＣＥＦ、ＷＨＯ、世界銀行が参加） 同会議にて「障害と開発に係る国連機関合同グループ」 （上記に加え、ＵＮＥＳＣＯ、ＩＬＯ、ＵＮＨＣＲ、国連人権高等弁務官事務所＝ＯＨＣＨＲ 西アジア経済社会委員会＝ＥＳＣＷＡも参加）を結成、国連内に正式な機関間メカニズムができるまでのプラット・フォームを設立した。
　また、ＵＮＦＰＡとＷＨＯの現地事務所










動を経て、先日、国連内に正式 「機関間条約支援グループ」が設立された。これは、様々な障壁の中 ＤＥＳＡをはじめとする各機関の担当官の長き 渡る努力があってこそ実現したものである。今後、国連内協力体制を整え、またＮＧＯとの連携をらに深めた上で、 新たな開発 ・ 人道アクターとのパートナーシップを育てながら、努力を続ける必要がある。特に、精神障害や知的障害は、ともするとよりネグレクトされやすく、条約発効当初より、これら 障害が取り残されないようにする必要がある。また、必要に応じて障害者や家族などの精神・心理的側面にも目を向けていく必要が
ある。また、活動の効果・効率を明らかにするための指標作成も課題である。
　障害者の権利保護・促進のためには、障
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国際機関における「障害と開発」の最新の動きを探る
